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 この度、経済産業省 関東経済産業局では、先代から受け継いだ経営資源を活用して若手経営者

(アトツギ)が新しい取組みにチャレンジする「ベンチャー型事業承継」の普及とネットワークの構

築を目的に、若手アトツギたちによるトークセッションとネットワーキングを開催することとなり

ました。この 19 日には、「アトツギベンチャーMeet-UP!」Vol.３ in YOKOSUKA として、「都会

の戦略 vs 地方の戦略」をテーマに開催されます。ご関心のある方は、是非ご視聴ください。 

https://kantometi-yokosuka.peatix.com 

 

  ┏☆──────────────────────────────────── 

┌─╂ 今回の活動報告、トピックスは下記の通りです。 

☆━┛ 1. 令和 2 年 9 月末までの活動実績がまとまりましたのでお知らせします。 

｜   2. 「事業承継ネットワーク事務局」と「事業引継ぎ支援センター」の来春統合を進めて 

います。 

☆─────────────────────────────────────── 

 

☆ ────────────────────────────────────── 

1. 令和 2 年 9 月末までの活動実績がまとまりましたのでお知らせします。 

☆ ────────────────────────────────────── 

 

 主な実績（令和 2 年 9 月末まで） 

 〇事業承継診断の実施 

  2,798 件（年度目標 8,500 件）   ⇒ 進歩率 32.9% 

 〇事業承継計画の策定支援 

    144 件（年度目標  300 件超）  ⇒ 進歩率 48.0％ 

〇事業承継(簡易)計画の策定支援（中小企業庁設定 KPI) 

      463 件（年度目標 857 件）      ⇒ 進歩率 54.0％ 

  〇経営者保証業務支援申請件数（中小企業庁設定 KPI) 

   8 件（年度目標 599 件）      ⇒ 進歩率 1.34% 

 

【活動結果概要】 

１ 事業承継診断の実施（2,798 件） 



（１）事業承継診断の実施機関別では、金融機関 1,492 件（53.3％）、商工会・商工会議所 524 件

（18.8％）、その他中小企業支援機関等 782 件（27.9％）、となっています。 

（２）事業承継診断実施後の対応状況では、「士業等専門家に繋いだ」365 件（13.0％）、「支援 

機関、金融機関に繋いだ」33 件（1.2％）、「診断した機関が自機関で対応」2,003 件（71.6％）、

「承継 Co に繋いだ」61 件(2.2%)、「支援の必要なし」336 件（12.0％）となっています。 

 

２ 事業承継計画策定支援（144 件）・事業承継(簡易)計画策定支援 (463 件) 

事業承継計画策定の支援実施機関別では、金融機関 113 件（78.5％）、その他中小企業支援 

機関等 31 件（21.5％）となっています。また、事業承継準備の入り口段階で「課題と対策」を 

確認・共有する事業承継(簡易)計画策定は、金融機関 396 件(85.5%)、商工会・商工会議所 

20 件（4.3％）、その他中小企業支援機関等 47 件（10.2％）となっています。 

 

３ 経営者保証業務支援申請件数（8 件) 

8,9 月は 6 件の受付となっています。内訳は、地域金融機関を主体に金融機関経由が 5 件、企 

業からの直接受付が 1 件となっています。 

 

 コロナ禍により、事業承継診断実績は昨年同期比で 66%の進捗に留まっていますが、事業承継計

画策定支援数実績については、上期折返しで KPI 到達ラップをほぼ維持しています。年末に向け

て、資金繰り等経営状況に厳しさが増す事業所が多々見受けられてくるやと思われます。引き続き、

事業継続支援の観点も踏まえた、事業承継支援活動をよろしくお願いします。 

 

☆ ────────────────────────────────────── 

2. 「事業承継ネットワーク事務局」と「事業引継ぎ支援センター」の来春統合を進めて 

 います。 

☆ ────────────────────────────────────── 

産業競争力強化法の改正により、令和３年４月、「事業承継ネットワーク」と「事業引継ぎ支援

センター」を統合し、親族内承継や第三者承継に係る支援をワンストップで取組んでいく準備を進

めています。新組織においても、事業承継支援事業の柱としてネットワーク事業は存続、支援ニー

ズの掘起こしや具体的課題の解決支援に臨みますので、よろしくお願い申し上げます。 

今後の予定は、情報入手次第ご案内申し上げますが、以降の支援活動に支障をきたすことがなき

様、支援実績情報等を新組織へ引き継いでいく必要が生じております。 

つきましては、今月末頃、専門家派遣支援実績先事業者等に対し、事務局より「情報取扱いに係

る同意書」をご案内させて頂く予定です。ご理解・ご協力のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

☆ このメールは、神奈川県事業承継ネットワーク参加機関の職員様宛に配信しています。 

 特に、配信を希望されない場合は、ご連絡をいただければ幸いです。 
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